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職員の給与や職員数などを公表します  
 
 
 
 

  本組合の「人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき  
  職員の給与や職員数、勤務条件などを次のとおり公表します。  
  この公表は、その公正性と透明性を高めることを目的としています。 

 

 
 
 
 
                                                                              柏羽藤環境事業組合 
 

１．職員の給与の状況 

 
      職員の給与は、「一般職の職員の給与に関する条例」、「職員の退職手当に関する条例」などで定め  
  ています。 
 
 
(1)人件費の状況（令和元年度普通会計決算） 
 

 三市住民基本台帳人口 
 (2.3.31現在) 

 歳 出 額 
 (A) 

 実質収支  人 件 費 
 (B) 

 人件費率 
 (B/A） 

 30年度の人件費率 
 （参 考） 

       243,770人  2,827,878千円    88,615千円    592,143千円     20.94%       23.76% 
(注) 決算額は地方財政状況調査の分析によるものです。 
     
 
(2)職員給与費の状況（令和元年度普通会計決算） 
 

 職員数 (A)  給      与      費   1人当たり給与費 
 (B/A) 

    6,403千円 

 給   料  職 員 手 当  期末・勤勉手当  計(B) 
   59人(9)   248,133千円     81,024千円    106,221千円 435,378千円 

(注)１．職員手当には退職手当及び児童手当を含みません。２．（ ）内は、再任用短時間勤務職員で外書きです。 
 
 
(3)職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（令和2年4月1日現在） 
 

 区      分  平 均 年 齢  平均給料月額  平均給与月額  
 一 般 行 政 職 ４５歳１０月   ３３９，１３５円   ４４６，４５８円 

(注) 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したも   

     のです。 
 
 
(4)職員の初任給、経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （令和2年4月1日現在） 
 

 区     分  初 任 給  経験年数10年  経験年数15年  経験年数20年  
 一 般 行 政 職  大 学 卒  188,700円   該当なし   320,100円  該当なし 

 高 校 卒  154,900円 211,200円   該当なし  該当なし 
 
 
(5)一般行政職の級別職員数の状況 （令和2年4月1日現在） 
 

 区   分  特１等級  特２等級  １等級  ２等級  ３等級  ４等級  ５等級  ６等級  

 標準的な勤務内容  局 長 
 次 長 
 副理事 

 課 長 
 所 長 
 参 事 

 課長補佐 
 所長補佐 
 主 幹 

 係 長 
 主 査 
 主 任 

 主 務  主 事  主 事 

 職 員 数     １人    １人    ３人     ４人   ３２人    ２人    ３人     ３人 
 構 成 比    2.04%    2.04% 6.12% 8.17% 65.31%    4.08%    6.12%    6.12% 

%  (注) １．柏羽藤環境事業組合の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数です。 
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(6)昇給への人事評価の活用状況 

令和 2年 4月 2日から令和 3年 4月 1日までに

おける運用 
管理職員 一般職員 

 

イ 人事評価を活用している      

  

活用している昇給区分 
昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

 

 

 上位、下位、標準の区分          

 上位、標準の区分          

 標準、下位の区分          

 標準の区分のみ(一律)          

ロ 人事評価を活用していない 〇 〇  

   活用予定時期 未定 未定  

 
 
(7)特別職の報酬等の状況（令和2年4月1日現在） 

 区   分  月   額  

 

  報  酬 

 管 理 者     １４，０００円 
 副管理者     １３，０００円 
 議   長    １２，０００円 
 副 議 長     １１，０００円 
 議   員     １０，０００円 

(注) １．「特別職の非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例」「議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例」を適用。 
 
 
(8)職員の手当の状況                                                                             
                                                                                                
① 期末手当・勤勉手当                                    

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
   

 １人当たり平均支給額（元年度） 1,562千円   
 （元年度支給割合） 
             期末手当         勤勉手当 
   6月期    1.30月(0.725)   0.925月 (0.45) 
  12月期    1.30月(0.725)   0.975月 (0.45) 

 
 
 
 

  (加算措置の状況) 
 職制上の段階、職務の級などによる加算措置  
 ・役職加算          5～20％ 

 

 
(注) 期末・勤勉手当の（ ）内は、再任用職員に係る１人当たりの支給割合です。 

 

 

② 勤勉手当への人事評価の活用状況 

令和 2 年度中における運用 管理職員 一般職員 
 

イ 人事評価を活用している      

  

活用している成績率 
支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

 

 

 上位、下位、標準の成績率          

 上位、標準の成績率          

 標準、下位の成績率          

 標準の成績率のみ(一律)          

ロ 人事評価を活用していない 〇 〇  

   活用予定時期 未定 未定  
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③ 退職手当（令和2年4月1日現在） 

（支給率）  自己都合  勧奨・定年 
 勤続２０年   19.6695月分  24.586875月分 
 勤続２５年   28.0395月分  33.27075月分 
 勤続３５年   39.7575月分  47.709月分 
 最高限度額   47.709月分  47.709月分 
その他の 
加算措置 

  定年前早期退職特例措置 
   （２～２０％加算） 

 １人当たり支給額       20,902千円 
 

(注) 退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。                  
 
 
④ 地域手当（令和2年4月1日現在） 

       支   給   率 10％   
  支給対象職員数 68人  
  支給対象職員１人当たり 
  平均支給年額実績（令和元年度決算） 396千円  

 
 
⑤ 時間外勤務手当 

支給実績（元年度決算）  13,390千円  

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）  300千円  
 

(注) １．時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

     ２．職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数 

（管理職員、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

 
⑥ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在） 

支給実績（元年度決算） 8,755 千円   

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 128,744  円   

職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度） 67.6  ％   

手当の種類（手当数） 6種類     

 
 
⑦ その他の手当（令和2年4月1日現在）                                  

   区 分          内       容 （月 額）  

 

 

 扶養手当 

配偶者      6,500円（特1等級は3,500円） 

配偶者及び扶養親族たる子のない職員の場合の扶養親族たる 

父母等の内1人         6,500円（特1等級は3,500円） 

 子              10,000円 

 

 （満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子については、 

  1人につき5,000円を加算） 

 住居手当   借 家             28,000円／上限 

 通勤手当   交通機関等利用職員で6ヶ月定期の運賃 

  交通用具等を利用している職員 距離に応じて支給 
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２．職員の任免及び職員数に関する状況  

 
(1)職員数の状況 
  平成２９年から平成３１年における部門別の職員数および増減数、平成３１年の職員数の増減状況は次のと
おりです。 
 
   部門別職員数の状況（各年４月１日現在）  

                区  分 

   部  門 

 職   員   数  対 前 年 増 減 数  

 平成29年  平成30年  平成31年  平成29年  平成30年  平成31年 

   総務課      １０      １０      １０     △１      ０      ０ 

   クリーンピア２１ 

   （余熱利用施設） 
       ０        ０        ０       ０       ０       ０ 

   し尿処理施設 

   （芝山衛生センター） 
       ３        ２        ２      ０     △１      ０ 

   ごみ処理施設 

 (柏羽藤クリーンセンター) 
     ４０      ３８      ３４     △３     △２     △４ 

   資源化処理施設        １        １        １   △１    ０    ０ 

     合      計      ５４      ５１      ４７     △５     △３     △４ 

 (注) 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、育児休業者などを含み、再任用職員 

  を除いています。 
 

    平成３１年の職員数の増減状況 

 部     門  増員数  減員数  差  引  主 な 増 減 理 由  

  芝山衛生センター      ０     ０     ０  

  柏羽藤クリーンセンター      ０    △４    △４  退職者３人、人事異動１人 

   総務課     ０     ０     ０   

  資源化処理施設      １    △１     ０  退職者１人、人事異動１人 

     合      計      １   △５    △４  

 (注) 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、育児休業者などを含み、再任用職員 
    を除いています。                                       
 
(2)年齢別職員構成の状況（令和２年４月１日現在） 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和２年       

4月 1 日  

現在 

20 歳

未満 

20 歳   

～   

23 歳 

24 歳   

～   

27 歳 

28 歳   

～   

31 歳 

32 歳   

～   

35 歳 

36 歳   

～   

39 歳 

40 歳   

～   

43 歳 

44 歳   

～   

47 歳 

48 歳   

～   

51 歳 

52 歳   

～   

55 歳 

56 歳   

～   

59 歳 

60 歳

以上 
合計 

職員数

（人） 
０ ０ ２ １ ６ ５ ７ ５ ７ ８ ８ ０ ４９ 

現在構成比

５年前構成比
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(3)令和元年度職員の採用、退職の状況 
     ・採用人数  ５人    ・退職者人数  ４人 
 

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 
勤務時間 

  日 勤 者       ８時４５分～１７時１５分    休憩時間４５分  

  変則勤務者    ① ８時４５分～２１時１５分    休憩時間６０分 

   ② ２０時４５分～９時１５分    休憩時間６０分 

 

４．職員の分限及び懲戒の状況 

 処 分 の 種 類  処分者数  

   分 限 処 分 
 免  職    ０人 

 休  職    ０人 

 降  任    ０人 

 降  給    ０人 

 懲 戒 処 分    ０人 

                                              

５．職員の服務の状況                                                            

                                                                                          
(1)服務に関する通達回数（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）                          
     綱紀の粛正及び服務規律の確保に関する通達  ２回                                       
                                                                                          

６．職員の研修に関する状況 

 研  修  名  回  数  対  象  者  内       容  

 専門（実務）研修 ８回  その都度指名する職員  各種専門知識の習得 

  
                                                                                         

７．職員の福祉及び利益の保護の状況                                       

                                                                                          
(1)健康診断の実施状況（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで） 

 区       分  実   施   日  受診者数  

  定期健康診断   ６月１３日～１４日     ８４人 

  血液検査   ６月１３日～１４日     ８４人 

   胃部健康診断   ６月１３日～１４日     ５１人 

   心電図   ６月１３日～１４日     ８４人 

   ストレスチェック   ６月１３日～１４日     ７５人 

   深夜勤務従事者健康診断   １１月１４日～１５日     ２４人 

 
(2)福利厚生事業の実施状況（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで） 

福利厚生事業の実施状況 

負担割合 
 

１：２ 
(組合委託料：本人掛金) 

一人当たりの 
組合負担額 

6,000円／年 

主な事業内容 ・レクリエーション補助 
 

 
 

８．公平委員会の状況                                          

                                                                    
(1)公平委員会の業務の状況 

 業 務 の 種 類  件  数  

 職員の勤務条件に関する措置の要求の処理件数       ０件 

 職員の不利益処分についての不服申立の処理件数       ０件 

 


